
（平成２２年６月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認富山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

富山厚生年金 事案 567 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、Ａ共済組合員として掛金をＢ団体により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ共済組合にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 56年７月１日に、資格喪失日を 63年 10月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、56年７月から 57年３月までは 7

万 6,000円、同年４月から同年８月までは７万 5,000円、同年９月から 58年

９月までは 10 万円、同年 10 月から 60 年９月までは 10 万 5,000 円、同年 10

月から 62 年９月までは 11 万円、同年 10 月から 63 年９月までは 11 万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、Ｂ団体が申立人に係る申立期間の掛金を納付する義務を履行したか

否かについては、履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年７月１日から 63年 10月１日まで 

昭和 56 年５月 21 日にＣ組合（現在は、Ｄ組合）に採用され、63 年９月

30日までの間、同組合で正社員として勤務していた。 

しかし、オンライン記録では、Ｃ組合に勤務していた期間がＡ共済組合

の組合員になっていない。 

Ｃ組合は、給与からＡ共済組合の掛金を控除していたことは間違いなく、

当時、同組合が誤って私の記録を元同僚の記録として届出していたもので、

Ｄ組合から、時間が経過しているため、組合ではどうすることもできない

と言われた。 

申立期間はＣ組合に勤務していたことは間違いないので、Ａ共済組合の

組合員であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあったＣ組合発行の辞令及び雇用保険の記録から、申立

人は申立期間において、Ｃ組合に勤務していたことが確認できる。 

また、事業所を承継する、Ｄ組合から提出された「健康保険・厚生年金保

険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「同被保険者資格

喪失確認通知書」のほか、健康保険被保険者原票（マイクロフィルム）及び



                      

オンライン記録により、申立人は申立期間において、政府管掌健康保険の被

保険者であったことが確認できる。 

さらに、Ｄ組合は、「Ｃ組合は、申立人の給与から共済組合の掛金を控除

していた。」と供述している。 

これらのことから、申立人は、申立期間に支給された給与から、Ａ共済組

合の掛金を控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険被保険者原票（マイ

クロフィルム）及び同僚の記録から、昭和 56 年７月から 57 年３月までは７

万 6,000円、同年４月から同年８月までは７万 5,000円、同年９月から 58年

９月までは 10 万円、同年 10 月から 60 年９月までは 10 万 5,000 円、同年 10

月から 62 年９月までは 11 万円、同年 10 月から 63 年９月までは 11 万 8,000

円とすることが妥当である。   

なお、申立人に係る掛金の納付義務の履行について、Ｄ組合は「申立人に

係る取得日の届出を元同僚と間違ってＡ共済組合に届出をしたが、３年以上

経過していることを理由として、申立人に係る取得日を訂正することができ

なかった。」と回答していることから、同共済組合は、申立人に係る昭和 56

年７月から 63 年９月までの掛金の納入の告知を行っておらず、Ｂ団体は、申

立期間に係る掛金を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

富山厚生年金 事案 568 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 32年４月１日から 33年 10月１日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 32 年４月１日に、資

格喪失日に係る記録を 33 年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

    住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月１日から 34年４月１日まで 

昭和 32 年４月にＡ社に入社し、Ｂ事業所内にあった同社の作業所で 34

年４月まで勤務していたのに、同社での厚生年金保険の加入記録が無い。 

    当時の同僚には、Ａ社での厚生年金保険の加入記録があるらしいのに、

一緒に働いていた自分の記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社において同時期に同じ業務に従事していた同僚で、申立人と同様に、

学歴が中学校卒業で年齢が近い者（３人）は、いずれも同社において入社と

同時に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる上、当

該３人のうち、昭和 32 年３月 11 日に資格取得している１人は、「申立人は、

自分より少し後に入社してきた。」と証言しており、別の１人も、「申立人

は、32年４月から勤務していた。」と証言している。 

また、Ａ社における退職日について、申立人は、「Ｃ職業補導所（当時）

に入所するためにＡ社を退職した。」と主張しているところ、申立期間より

後の勤務先であるＤ事業所が保管している履歴書には、申立人が昭和 33 年９

月にＡ社を退職した旨記載されている上、Ｅ事業所が保管しているＣ職業補

導所の指導要録によると、申立人が当該訓練所へ入所した時期は、同年 10 月

６日と記載されており、事実経過が申立人の主張と符合している。 

さらに、申立人の主張及び同僚（３人）の証言により、当時、Ｂ事業所の

作業所で働いていたＡ社の従業員数は 14 人と推認されるところ、このうち、



                      

申立人を除く 13 人の従業員が厚生年金保険の被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる上、同社本社で総務事務を担当していた者は、「当社は、す

べての従業員を厚生年金保険に加入させていた。」と証言していることから、

申立期間当時、同社においては、すべての従業員を厚生年金保険に加入させ

ていたものと考えられる。  

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年４月

１日から 33 年 10 月１日までの期間について、Ａ社に勤務し、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、同じ定時制高等学校に通学し

ていた同年齢の同僚の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿（マイクロフィルム）の整理番

号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の

記録が失われたことは考え難い上、資格の取得及び喪失のいずれの機会にお

いても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いこと

から、事業主から当該社会保険事務所へ申立人に係る資格の得喪に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 32 年４月

から 33 年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当

該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 33年 10月１日から 34年４月１日までの期間

について、申立人は、「職業訓練所に入所するために、Ａ社を退職し、同訓

練所に通った。」としているところ、Ｅ事業所が保管しているＣ職業補導所

の指導要録によると、申立人は、昭和 33 年 10 月６日に当該補導所に入所し、

34年３月 27日に職業訓練を修了していることが確認できる。 

また、Ｆ県Ｇ課は、「当時、Ｃ職業補導所は、求職者のための職業訓練と

いうよりは、失業対策の一環としての機関であった。」と回答している。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関係資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 33 年 10 月１

日から 34 年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

富山厚生年金 事案 569 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 53 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万 8,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年８月１日から 53年４月１日まで 
 

昭和 52 年４月にＡ社に入社し、58 年３月まで同社が運営するＢ事業所

のＣ課に勤務していたのに、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

申立期間についてもＢ事業所に勤務していたので、厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、本部機能の移転（Ｄ県Ｅ市からＦ県Ｇ

市に移転）に伴い、昭和 53 年４月１日付けで、Ｅ市の旧本部が厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなるとともに、同日付で、Ｇ市の新本部が新たに

適用事業所となり、当時の従業員についても、同年４月１日に被保険者資格

に係る得喪手続が行われていることが確認できるところ、申立人については、

Ｅ市の旧本部で 52 年８月１日に被保険者資格を喪失後、Ｇ市の新本部で 53

年４月１日に被保険者資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の記録及び複数の同僚の証言により、申立人が申立期間

においてＡ社が運営するＢ事業所に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、申立期間においてＨ厚生年金基金の加入員記録が継続し

ていることが確認できる上、申立人の同僚（４人）及び当時の事務担当者は、

「申立人には途中退職や勤務形態の変更は無かった。申立人の勤務形態から

すれば、申立期間においても厚生年金保険料が控除されていたはずであ

る。」と証言している。 

さらに、申立人と同日にＧ市の新本部で厚生年金保険被保険者資格を取得



                      

した男性社員９人は、いずれも申立期間においてＥ市の旧本部で厚生年金保

険被保険者記録が継続していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の厚生年金基金の記録

及び昭和 52 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、11 万 8,000 円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、当該事業所の親会社であるＩ社は、関連資料が無いため不明として

おり、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

富山厚生年金 事案 570 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

富山厚生年金 事案 571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を 18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

富山厚生年金 事案 572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を 25万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

富山厚生年金 事案 573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を 22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

富山厚生年金 事案 574 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を 23万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

富山厚生年金 事案 575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を５万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

富山厚生年金 事案 576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を５万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

富山厚生年金 事案 577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を５万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年８月９日 

    平成 16 年８月９日に支給された賞与に係る標準賞与額について、オンラ

イン記録では、誤った標準賞与額が決定されている。 

    勤務先のＡ社では、本来の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を控除し

たとのことなので、申立期間の標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は不明と回答しているが、同社から提出された平成 16 年８月分の

保険料納入告知額・領収済額通知書により、同社は同年８月分の厚生年金保

険料（223,391 円）を納入していることが確認できるものの、当該納入額は、

オンライン記録の同年８月分の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申

立期間に係る訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の合計額に一致し

ていることから、事業主がオンライン記録どおりの標準賞与額を誤って届け

出ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



富山国民年金 事案 159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年３月から同年６月までの期間、42 年 12 月から 43 年３

月までの期間、同年９月から 45 年１月までの期間及び 58 年５月から同年８

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月から同年６月まで 

             ② 昭和 42年 12月から 43年３月まで 

             ③ 昭和 43年９月から 45年１月まで 

             ④ 昭和 58年５月から同年８月まで 

会社を退職した際に市役所で国民年金の手続をした記憶があり、これま

で国民年金保険料を納付しなかったことは無いのに、申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した時に国民年金の加入手続をした記憶があると述

べるのみで、手続時期等の記憶は無い上、これまで保険料を納付しなかった

ことは無いと主張しているが、オンライン記録により、申立期間は申立人の

夫が船員保険又は厚生年金保険被保険者資格を喪失していた期間であったこ

とから、平成８年５月に国民年金保険料未納期間と変更処理されたことが確

認でき、当時は未加入期間とされていたことから、国民年金保険料を納付す

ることはできない。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿に

は、申立人が昭和 48 年９月 20 日に国民年金任意加入被保険者として資格を

取得したことが記載されており、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、このころに

加入手続を行ったものとみられ、この時点では、申立期間①、②及び③につ

いては、時効により国民年金保険料を納付することができない。 

   さらに、申立期間④については、申立人は、「会社を退職後、すぐに別の



                      

会社に就職したので国民年金の手続をしなかったかもしれない。この期間は

厚生年金保険の期間であったはず。」と回答するなど、当時の記憶は曖昧
あいまい

で

ある。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付時期及び納付金額等

について記憶が曖昧
あいまい

である上、ほかに申立人の国民年金保険料が納付されて

いたことを確認できる関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間

の保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。  

 

 



                      

富山厚生年金 事案 578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年５月 20日から 52年１月１日まで 

昭和 51 年５月からＡ病院の研修医として勤務していたのに、厚生年金保

険の資格取得日が 52年１月１日となっている。 

申立期間についても間違いなく勤務していたので、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ法人から提出された申立人に係る在職証明書及び人事記録により、申立

人が申立期間においてＡ病院に研修医として勤務していたことが確認できる。 

しかし、申立人が所持する年金手帳には、申立人の厚生年金保険被保険者

資格取得日が昭和 52 年１月１日と記載されている上、Ｂ法人が保有する資料

でも、申立人の資格取得日は同日となっており、オンライン記録と一致して

いる。 

また、Ｂ法人では、「昭和 52 年４月からは研修医等についても一律に厚生

年金保険の被保険者資格を取得させる取扱いとしたが、それまでは一律に被

保険者資格を取得させる取扱いではなかった。」と回答している。 

さらに、申立人が名前を覚えている同期の研修医 10 人についても、申立期

間当初からは厚生年金保険の被保険者となっておらず、このうち８人は昭和

52年１月１日以降に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


